平成23年4月7日

別紙

東日本大震災に係る災害復旧等に関するＱ＆Ａ
１　災害復旧事業関係

　○　対象学校種，設置者について

　　・　激甚災害法による災害復旧事業の対象学校種は，１条校で，学校法人だけでなく，全ての設置者が対象となります。
　　・　阪神・淡路大震災の際は，学校法人立（準学校法人含む）の専修学校，学校法人立の外国人学校（各種学校）も補助対象となりましたが，今回は，現時点では未定です。（国において，財務省と調整中とのことです。）
　○　補助対象について

　　・　建物：学校の使用に供されている建物（教員住宅除く）

　　・　工作物：土地に固着している建物以外の工作物

　　・　土地：学校敷地，屋外運動場，実習地等の校地及び校地造成施設

　　・　設備：校具，教材，教具，机，椅子等の物品
○　応急修理について

　　　当該修理が本工事の一部となる場合は補助対象となります。（専各は未定）

○　がれきの撤去費について

　　　復旧に必要と認められる場合，補助対象となります。（専各は未定）

○　旧校舎（園舎）の解体費用について

　　　復旧に必要と認められる場合，補助対象となります。（専各は未定）

○　仮設校舎の建設費について

　　　本校舎（園舎）の工事完了までに長期間かかる場合，補助対象となり得ます。ただし，避難所として使用する等の他の目的に使用する場合は対象外です。（専各は未定）

○　スクールバスについて

　　　激甚災害法による災害復旧事業においては，補助対象外です。

○　補助対象工事費の下限について

　　激甚災害法施行令第３７条に規定されている下限額は，以下のとおりです。

　　・　幼稚園：６０万円以上

　　・　特別支援学校：９０万円以上

　　・　小学校及び中学校：１５０万円以上（中等教育学校の前期課程含む）

　　・　高等学校：２１０万円以上（中等教育学校の後期課程含む）

　　・　専修学校専門課程：２４０万円以上（阪神・淡路の場合）

　　・　専修学校高等課程：２１０万円以上（阪神・淡路の場合）

　　・　外国人学校：それぞれの課程と同額（阪神・淡路の場合）

　○　補助率について

　　　激甚災害法による補助率は，１／２です。

　　　補助率の引き上げを国に要望しています。

○　保存しておく書類等について

　　・　被災直後の被害状況が復旧箇所ごとに証明できるような写真（メジャー等で被害規模が分かるような撮影方法で，できる限り多く，鮮明に撮影しておくこと）

　　・　事前着手する場合は事前着手する範囲を示した配置図

　　・　その他の書類については，現時点では確定しておりませんが，これまでの例だと，新聞報道の写しや保護者へのお知らせ等の添付を求めたとのことです。

　　（Ｈ２３．４．５　文部科学省私学助成課助成第1係確認）

　○　事前着手について

　　　現地調査前において施行済み又は施行中の工事についても補助対象となります。

　　　ただし，その工事が本工事の全部又は一部となるもののみが補助対象となります。

　　　その工事が本工事の全部又は一部となるかどうかについては，被害写真等により状況を確認して判断することになります。

　　　被害状況が分かるようにするために前項のように必ず写真を撮っておいてください。

○　災害復旧工事の入札，見積りについて

　　　できる限り三者以上の見積りをとることが望ましいが，それが困難な場合は，１者随契でも可です。その場合，査定の段階で災害復旧費用が適正であることを説明できるようにしておく必要があります。
○　日本私立学校振興・共済事業団の融資について
　　・　災害復旧事業の対象となる場合：金利１．２％返済期間２５年うち据置２年

　　・　災害復旧事業の対象とならない場合：金利１．２％返済期間２０年うち据置２年

　　・　上記はいずれも平成２３年３月９日現在のものです。
　　・　返済期間の延長等を国に要望しています。

○　災害復旧事業補助金の支出時期について
　　　前金払を行う場合は，交付決定額に前金払の比率（６０％以内）で，出来高払を行う場合は，交付決定額の９０％の範囲内で四半期末ごとの出来高の比率を乗じて得た額を概算払することが可能です。
　　　残額は，事業完了後に精算払となります。

２　校舎園舎の危険度判定（平成２３年４月５日現在）
　　市町村の実施する応急危険度判定の実施状況は下記のとおりですので，市町村の建築担当部署にご相談ください。

　　なお，未だ実施していない９市町村に所在の学校についても市町村の建築担当部署にご相談いただくか，有料になりますが，（社）宮城県建築士事務所協会の活用をご検討ください。（宮城県私立幼稚園連合会加入の幼稚園にあっては，同連合会にご相談ください。）
　完　了：７市１５町
　　　実施中：３市１町（仙台市，白石市，岩沼市，柴田町）

　　　予定無し：１市３町（多賀城市，七ケ宿町，川崎町，色麻町）

　　　調整中：２市２町１村（気仙沼市，東松島市，大衡村，女川町，南三陸町）

３　災害救助法による応急救助費関係

　○　学用品の給与

　　　住家が全壊，半壊等し，学用品を喪失又は毀損し，修学上支障のある小学校児童，中学校生徒，高等学校等生徒に対して学用品を給与した場合に一定範囲内で要した費用が補助されます。（宮城県私立幼稚園連合会加入の幼稚園にあっては，同連合会にご相談ください。）
　

　○　限度額（児童生徒１人あたり）
　　・　小学生児童：４，１００円

　　・　中学校生徒：４，４００円

　　・　高等学校生徒：４，８００円
　○　期間

　　・　教科書

災害発生の日から１ヶ月以内とされていますが，期間は延長されています。ただし，延長期間は未定です。（平成２３年４月５日現在）
　　・　文房具及び通学用品

　　　　災害発生の日から１５日以内とされていますが，期間は延長されています。ただし，延長期間は未定です。（平成２３年４月５日現在）
